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「非常に激しい雨」が増加

（出典）気象庁

○ 「⾮常に激しい⾬（時間降⽔量50mm以上）」は、30年前よりも約1.3倍に増加

1000地点あたりの
発⽣回数

年
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「猛烈な雨」が増加

○ 「猛烈な⾬（時間降⽔量80mm以上）」は、30年前より約1.7倍に増加

1000地点あたりの
発⽣回数

年

（出典）気象庁
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IPCC（気候変動に関する政府間パネル）による降水量の予測

 気候変動の検出と原因特定

○ 大気と海洋の温暖化、世界の水循環の変化、雪氷の減少、世界平均海面水位の上
昇等の変化が検出

○ 十分なデータがある陸域における大雨の強まり等に寄与

○ これらは、第４次評価報告書（2007年）以降増加し続けている

○ 人間による影響が支配的な原因であった可能性が極めて高い

 予測される変化

長期的には、世界平均地上気温の上昇とともに地球規模で降水量が増加することは
ほぼ確実

（出典）第５次評価報告書（2013年）［気象庁訳版］

Q 地球の水循環が変化している証拠はあるのか？

• 大気は気温が上がるほどより多くの水蒸気を含むことができる。

• 1970 年代以降の観測結果を見ると、地表面及び下層大気中の水蒸気は増加しており、増加率は観
測された温暖化と整合する。

• さらに、蒸発量と降水量は気候が温暖化すると増大することが予想されている。

長期的に地球規模で降水量が増加

参考
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近年における局所的豪雨の発生状況（Weathernews Inc.）
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発⽣回数と対前年⽐ 2017年の特徴

集計⽅法

７⽉中旬〜10⽉末の間に、会員（900万⼈以上）
による降⾬報告のうち、
① ５段階中、１番⽬と２番⽬に強い⾬
② 過去１時間内の降⾬報告が２割以下

の降⾬を10kmメッシュで集計したもの

○ 近年の局所的豪⾬の発⽣は、概ね増加傾向
○ 2016年(平成28年)には、①⾼気圧が⽇本寄りに張り出し、②台⾵の接近増加
の２つの理由により前年⽐約２倍の増加

○ 太平洋⾼気圧が平年よりも⻄へ張り出し、やませも発
⽣したため、太平洋側は曇りや⾬の⽇が多かった。

○ ８⽉19⽇に東京都⼼で２時間に約1,000発の雷が
発⽣。また、埼⽟県内で時間71mm、68mmの降⾬
があり、道路冠⽔等も発⽣。
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0.46

（出典） Weathernews Inc.
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局所的豪雨の各都道府県での発生状況（Weathernews Inc.）
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○ ⼀部を除き、概ね増加傾向
○ 概ね、各都道府県で発⽣（過去６年間に１度でも100回を超えたものにマークを付記）

（回）

（回）

（出典） Weathernews Inc.
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2.0

1時間降水量50mm以上の1地点当たり年間発生回数の変化

○ 灰⾊の棒グラフ
20世紀末（1981〜2000年）の再現実験

○ ⾚⾊の棒グラフ
21世紀末（2081〜2100年）の予測

○ ⿊い縦棒
年々変動の標準偏差

標
準
偏
差

（注） 気象庁におけるSRES（A1B）による予測データ
（出典）気象庁「異常気象レポート;2014」

○ 全ての地域で統計的に有意な増加が予想
○ 20世紀末頃の気候ではまれにしか発⽣しない北⽇本も含めて、21世紀末の気候では
頻度が明瞭に増加
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将来気候の予測と大雨による降水量の変化

RCPシナリオとは
○ 代表的濃度経路（Representative 

Concentration Pathways）の略
○ 政策的な温室効果ガスの緩和策を前提

に、将来の温室効果ガス安定化レベルとそこ
に至るまでの経路のうち代表的な濃度経路
を選び作成したシナリオ

○ RCPに続く数値は、2100 年における1750 
年に対するおおよその合計放射強制力（単
位：W/m2）を示し、大きいほど2100 年におけ
る放射強制力大

○ 現在気候（1984〜2004年平均）から
の将来気候の予測（2080〜2100年平
均）の変化率を複数のケースについて記載

RCP2.6： 3ケース
RCP4.5： 3ケース
RCP6.0： 3ケース
RCP8.5： 9ケース

○ 下表に、各RCPにおける全ケースの平均
値、（）内に平均値の最⼤/最⼩値を記載
○ 参考として各地域の⼀都市における平年値
（1981〜2010年平均）を例⽰

注：単位は％

「日本国内における気候変動予測の不確実性を考慮した結果について（お知らせ）（環境省、気象庁）；平成26年12月」を基に総務省が作成

○ ⼤⾬による降⽔量は、ほとんどのシナリオ・ケースにおいて増加すると予測
○ シナリオ・ケースによるが、全国では、約10％〜約26％の増加

シナリオRCP8.5の
平均約26％

シナリオRCP2.6
平均約10％
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九州北部豪雨（2017年７月）の降雨状況（Weathernews Inc.）

【平成29年7月５日 17:53 福岡県田川郡大任町の様子】

⽇⽥
(⼤分県)

過去20年における6月・7月の最大日降水量と
2017年7月5日の日降水量の比較

朝倉
(福岡県)

○ 九州北部豪⾬では、朝倉（福岡県）、⽇⽥（⼤分県）の⽇降⽔量が観測史上最⼤を記録

（出典） Weathernews Inc.
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（出典） 国土交通省 九州地方整備局

【平成29年7月５日 21:00 大分県日田市丸の内町の様子】



九州北部豪雨（2017年７月）の洪水の例

（出典）国土交通省九州地方整備局

○ 氾濫危険⽔位を超える洪⽔が発⽣し、観測史上最⾼⽔位を更新
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風水害・雪害等による被害状況

⾃然災害（地震・津波を除く）による死者・⾏⽅不明者数等

死者
・
⾏⽅
不明
者数
(⼈)

⾵⽔害
・
雪害
が

占める
割合
（％）

平均92.5%

平均112⼈

⾃然災害死者・⾏⽅不明者数（⼈）
年 風水害 地震・津波 火山 雪害 その他 合計

H5 183 234 1 9 11 438
H6 8 3 0 21 7 39
H7 19 6,437 4 14 8 6,482
H8 21 0 0 28 35 84
H9 51 0 0 16 4 71
H10 80 0 0 28 1 109
H11 109 0 0 29 3 141
H12 19 1 0 52 6 78
H13 27 2 0 59 2 90
H14 20 0 0 26 2 48
H15 48 2 0 12 0 62
H16 240 68 0 16 3 327
H17 43 1 0 98 6 148
H18 87 0 0 88 2 177
H19 14 16 0 5 4 39
H20 22 24 0 48 7 101
H21 76 1 0 35 3 115
H22 31 0 0 57 1 89
H23 136 22,122 0 125 2 22,385
H24 52 0 0 138 0 190
H25 75 0 0 92 6 173
H26 112 0 63 108 0 283
H27 22 0 0 49 0 71
H28 38 228 0 6 0 272

平均 64 1,214 3 48 5 1,334

○ ⾃然災害による死者・⾏⽅不明者数は、地震・津波を除いて⾵⽔害と雪害が約93％
○ ⾵⽔害と雪害による死者・⾏⽅不明者数は、平成５年から28年までの平均で約110⼈
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国交省・気象庁による取組

（出典）交通政策審議会気象分科会「「新たなステージ」に対応した防災気象情報と観測・予測技術のあり方」について（提言）」

「新たなステージ」に対応した防災気象情報と観測・予測技術のあり方（提言の概要）

○ ⾬の降り⽅の変化等を「新たなステージ」と位置付け
○ 観測・予測技術の向上に取り組む必要性が明⽰
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